
日高港 港湾脱炭素化推進協議会の設置について

港湾脱炭素化推進計画について
和歌山県では、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて取組を推進しており、重要港湾である日高港においても、カー
ボンニュートラルポート（CNP）形成に向け、立地企業や港湾関係者並びに行政機関等による日高港港湾脱炭素化推進
協議会を立ち上げ、官民連携のもと「日高港港湾脱炭素化推進計画」の作成を進めていきます。

出典：第6回カーボンニュートラルポート（CNP）の形成に向けた検討会（国土交通省、2024年）
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港湾管理者
（和歌山県）

・物流事業者
・隣接地域の立地企業
・関連協会

関係事業者・団体 国
地方公共団体

連
携

計画策定者

❶港湾脱炭素化推進協議会での議論を踏まえ、港湾管理者は「港湾脱
炭素化推進計画」を作成

❷「港湾脱炭素化推進計画」に基づき、企業間連携の促進、段階的な
施策を展開

❸定期的に「港湾脱炭素化推進計画」の達成状況を評価

❹評価結果を踏まえ、必要に応じ港湾脱炭素化推進計画の柔軟な見
直し

日高港港湾脱炭素化推進協議会

港湾脱炭素化推進協議会について
港湾脱炭素化推進協議会は、「港湾脱炭素化推進計画」を作成しようとする港湾管理者が、「港湾脱炭素化推進計
画」の作成及び実施に関し必要な協議を円滑かつ効率的に行うための場として活用する。
協議会では、脱炭素化に向けた取組方針や具体的な取組み、実施体制などを検討する。

出典：「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアルをもとに追記（国土交通省、2023年）

⚫ 当該計画を作成する際に、関係者間で協議を行うための場

⚫ 当該計画に基づき事業等を実施する際に、関係者間で協議を
行うための場

⚫ 当該計画の進捗状況の確認、達成状況の評価等を行う場

構成員

協議会の機能

CNP形成の流れ

規約を策定し、協議会を運営
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日高港港湾脱炭素化推進協議会規約（抜粋）その１

（設置）
第１条 港湾法第５０条の３第１項の規定に基づき、日高港港湾脱炭素化推進協議会を設置する。

（目的）
第２条 本協議会は、日高港において、法第５０条の２に規定される、官民の連携による脱炭素化の促進に資する港湾
の効果的な利用の推進を図るための計画の作成及び実施に関し必要な協議を行うことを目的とする。

（所掌事務）
第３条 協議会の所掌事務は、次のとおりとする。
（１） 港湾脱炭素化推進計画の作成及び変更に関すること
（２） 港湾脱炭素化推進計画に基づき実施される事業に関すること
（３） 港湾脱炭素化推進計画の達成状況の評価に関すること

（組織）
第４条 協議会は、法第５０条の３第２項の規定に基づき、別表に掲げる構成員によって構成するものとする。
２ 協議会には会長を置き、和歌山県県土整備部港湾空港局長をもって充てる。

（会議）
第５条 協議会は、必要に応じて会長が構成員を招集する。
４ 協議会は、構成員の総数の過半数の出席がなければ、開くことができない。
５ 協議会の議事は、出席した構成員の総数の過半数で決し、可否同数の場合は会長の決するところによる。
７ 事務局が必要と認める場合は、書面により会議を開催することができる。
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日高港港湾脱炭素化推進協議会規約（抜粋）その２

（情報公開）
第６条 協議会は、構成員等の自由な意見交換を担保する観点等から、原則として非公開とする。
２ 議事次第以外の配付資料は内容により非公開とする場合があり、その判断は、資料作成者と事務局が協議のうえ、
事務局が行う。
３ 議事は、協議会終了後に発言者が特定されない形で、概要のみ公開する。

（秘密保持）
第７条 構成員等及び第５条第８項の規定に基づき協力等を求められた者は、協議会において知り得た情報（前条の規
定により公開された議事次第、配付資料及び議事概要を除く。）を外部に漏らし、又は無断で使用してはならない。

（事務局）
第９条 協議会の事務を処理するため、事務局を和歌山県県土整備部港湾空港局に置く。

（附則）
この規約は、令和８年１１月５日から施行する。
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